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３

経
過
措
置
等

こ
の
法
律
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
前
に
支
給
を
受

け
、
又
は
支
給
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
令
和
二
年

度
特
別
定
額
給
付
金
等
に
つ
い
て
も
適
用
す
る
こ
と

と
し
た
。
た
だ
し
、
こ
の
法
律
の
施
行
前
に
生
じ
た

効
力
を
妨
げ
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則

第
二
項
関
係
）

差
押
え
の
禁
止
等
の
対
象
と
な
る
特
別
給
付
金

（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が
国
民
生
活
及
び

国
民
経
済
に
及
ぼ
す
影
響
が
最
小
と
な
る
よ
う
に
す

る
観
点
か
ら
支
給
さ
れ
る
令
和
二
年
度
特
別
定
額
給

付
金
等
以
外
の
給
付
金
を
い
う
。）の
範
囲
そ
の
他
の

特
別
給
付
金
の
差
押
え
の
禁
止
等
の
在
り
方
に
つ
い

て
は
、
速
や
か
に
検
討
が
加
え
ら
れ
、
そ
の
結
果
に

基
づ
い
て
必
要
な
措
置
が
講
ぜ
ら
れ
る
も
の
と
す
る

こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
三
項
関
係
）

４

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
も
の
と
す

る
こ
と
と
し
た
。

◇
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
中
小
企
業
等
持
続

化
給
付
金
の
支
払
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
政
令
（
政
令

第
一
五
八
号
）（
財
務
省
）

１

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
中
小
企
業
等
持

続
化
給
付
金
に
つ
い
て
、
そ
の
申
請
者
が
経
済
産
業
大

臣
か
ら
指
定
を
受
け
た
者
に
当
該
給
付
金
を
受
領
す
る

権
限
を
付
与
し
た
場
合
に
限
り
、
当
該
指
定
を
受
け
た

者
に
対
し
、
概
算
払
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し

た
。

２

概
算
払
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
経
済
産
業
大
臣

は
、
あ
ら
か
じ
め
財
務
大
臣
に
協
議
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
こ
と
と
し
た
。

３

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し

た
。

◇
補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法

律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第
一
五
九

号
）（
財
務
省
）

１

補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る

法
律
の
適
用
対
象
と
な
る
給
付
金
と
し
て
、
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応
地
方
創
生
臨
時
交
付
金
等
を

追
加
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
二
条
関
係
）

２

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し

た
。

◇
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
の
影
響
に
対
応
す
る

た
め
の
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
施

行
令
（
政
令
第
一
六
〇
号
）（
財
務
省
）

１

納
税
の
猶
予
の
特
例
に
つ
い
て
、
対
象
と
な
る
国
税

の
期
日
、
申
請
書
に
添
付
す
べ
き
書
類
の
範
囲
等
を
定

め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
二
条
関
係
）

２

指
定
行
事
の
中
止
等
に
よ
り
生
じ
た
権
利
を
放
棄
し

た
場
合
の
寄
附
金
控
除
又
は
所
得
税
額
の
特
別
控
除
の

特
例
に
つ
い
て
、
指
定
行
事
の
細
目
等
を
定
め
る
こ
と

と
し
た
。（
第
三
条
関
係
）

３

住
宅
借
入
金
等
を
有
す
る
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別

控
除
の
特
例
に
つ
い
て
、
特
例
増
改
築
等
、
耐
震
改
修

及
び
特
例
取
得
に
係
る
契
約
の
期
限
等
を
定
め
る
こ
と

と
し
た
。（
第
四
条
関
係
）

４

大
規
模
法
人
等
以
外
の
法
人
の
欠
損
金
の
繰
戻
し
に

よ
る
還
付
に
つ
い
て
、
大
規
模
法
人
の
範
囲
の
細
目
等

を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
五
条
及
び
第
六
条
関
係
）

５

消
費
税
の
納
税
義
務
の
免
除
の
規
定
の
適
用
を
受
け

な
い
旨
の
届
出
等
に
関
す
る
特
例
に
つ
い
て
、
そ
の
適

用
要
件
で
あ
る
収
入
の
著
し
い
減
少
に
係
る
期
間
の
終

期
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
条
関
係
）

６

特
別
貸
付
け
に
係
る
消
費
貸
借
契
約
書
の
印
紙
税
の

非
課
税
に
つ
い
て
、
対
象
と
な
る
公
的
貸
付
機
関
等
及

び
金
融
機
関
並
び
に
特
別
貸
付
け
の
範
囲
等
を
定
め
る

こ
と
と
し
た
。（
第
八
条
関
係
）

７

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し

た
。

◇
令
和
二
年
度
特
別
定
額
給
付
金
等
に
係
る
差
押
禁
止
等

に
関
す
る
法
律
（
法
律
第
二
七
号
）（
総
務
省
）

１

令
和
二
年
度
特
別
定
額
給
付
金
等
に
係
る
差
押
禁
止

等

令
和
二
年
度
特
別
定
額
給
付
金
等
の
支
給
を
受
け

る
こ
と
と
な
っ
た
者
の
当
該
支
給
を
受
け
る
権
利

は
、
譲
り
渡
し
、
担
保
に
供
し
、
又
は
差
し
押
さ
え

る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
と
し
た
。（
第
一
項
関
係
）

令
和
二
年
度
特
別
定
額
給
付
金
等
と
し
て
支
給
を

受
け
た
金
銭
は
、
差
し
押
さ
え
る
こ
と
が
で
き
な
い

こ
と
と
し
た
。（
第
二
項
関
係
）

２

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
令
和
二
年
度
特
別
定
額
給
付

金
等
」
と
は
、
市
町
村
又
は
特
別
区
が
支
給
す
る
次
に

掲
げ
る
給
付
金
を
い
う
こ
と
と
し
た
。（
第
三
項
関
係
）

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
（
新
型
イ
ン
フ
ル

エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
（
平
成
二
四
年
法
律
第

三
一
号
）
附
則
第
一
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）

の
ま
ん
延
及
び
そ
の
防
止
の
た
め
の
措
置
の
影
響
に

鑑
み
、
家
計
へ
の
迅
速
か
つ
的
確
な
支
援
の
観
点
か

ら
支
給
さ
れ
る
給
付
金
で
あ
っ
て
、
令
和
二
年
度
の

一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）
に
お
け
る
全
国
全

て
の
人
々
へ
の
新
た
な
給
付
金
（
特
別
定
額
給
付
金

（
仮
称
））を
財
源
と
す
る
も
の

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
ま
ん
延
及
び
そ

の
防
止
の
た
め
の
措
置
に
よ
る
児
童
の
属
す
る
世
帯

へ
の
経
済
的
な
影
響
の
緩
和
の
観
点
か
ら
支
給
さ
れ

る
給
付
金
で
あ
っ
て
、
令
和
二
年
度
の
一
般
会
計
補

正
予
算
（
第
１
号
）
に
お
け
る
子
育
て
世
帯
へ
の
臨

時
特
別
給
付
金
を
財
源
と
す
る
も
の

◇
地
方
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第

一
六
一
号
）（
総
務
省
）

１

道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
に
係
る
個
人
の
道

府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
の
寄
附
金
税
額
控
除
の
特

例
に
関
す
る
経
過
措
置
の
細
目
を
定
め
る
こ
と
と
し

た
。（
改
正
令
附
則
第
二
条
及
び
第
三
条
関
係
）

２

不
動
産
取
得
税

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
に
係
る
耐
震
基
準

不
適
合
既
存
住
宅
の
取
得
に
対
す
る
不
動
産
取
得
税
の

減
額
等
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
適
用
を
受
け
る

た
め
の
耐
震
改
修
に
係
る
契
約
締
結
の
期
限
を
耐
震
基

準
不
適
合
既
存
住
宅
の
取
得
の
日
か
ら
五
月
を
経
過
す

る
日
又
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令

和
二
年
法
律
第
二
六
号
）
の
施
行
の
日
か
ら
二
月
を
経

過
す
る
日
の
い
ず
れ
か
遅
い
日
と
す
る
こ
と
と
し
た
。

（
附
則
第
三
八
条
関
係
）

３

固
定
資
産
税

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
に
係
る
先
端
設
備

に
該
当
す
る
家
屋
及
び
構
築
物
に
対
す
る
固
定
資
産
税

の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
と
な

る
資
産
等
の
細
目
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
三

九
条
関
係
）

４

そ
の
他

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
に
係
る
徴
収
猶

予
の
特
例
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
と
な
る
地
方
団
体

の
徴
収
金
の
期
日
等
の
細
目
を
定
め
る
こ
と
と
し

た
。（
附
則
第
三
六
条
関
係
）

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
に
係
る
徴
収
猶

予
の
特
例
の
申
請
手
続
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
附

則
第
三
七
条
関
係
）

５

こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
公
布
の
日
か

ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。
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